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Abstract: Research focusing on barrier-free transportation, facilities, and 
information in the fields of social welfare, engineering, architect, and tourism 
have been conducted as a result of the implementation of barrier-free related laws. 
However, factors that impede tourism for people with a disability have not been 
sufficiently discussed from a comprehensive perspective, particularly in tourism 
literature. This paper aims to identify economic challenges to tourism for people 
with a physical disability by analyzing their economic situation, including salary, 
taxation, public pension, and allowance.   
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1. はじめに 
平成 30 年版の「障害者白書」によると、身体障害者 436 万人、精神障害者 392 万 4 千
人、知的障害者 108 万 2 千人、人口千人当たりの人数は、身体障害者 34 人、精神障害者
31 人、知的障害者 9 人で、国民の約 7.4％が何らかの障害を有していると報告されている
（内閣府,2018）。本研究で対象とする身体障害者の社会活動を見ると、平成 8 年（1996
年）、平成 13 年（2001 年）、平成 18 年（2006 年）の全ての「身体障害児・者実態調
査」において、「旅行等」「旅行・キャンプ・つり等の活動」が最も高い割合を占めてい




































後藤ほか 2003；松田 2006；金子 2008；石塚ほか 2012）。日本国内外の障害者の観光研
究を比較してみると、2000 年代以降の研究の蓄積という特徴は、欧米の研究においては
必ずしも当てはまらない（例えば、Driedger 1987; Murray and Sproats 1990; Darcy 
1998）。しかしながら、もう一つの特徴であるバリアフリーに関するテーマへの集中は共














































 「障害者白書」（平成 30 年）によると、民間企業の雇用障害者数は、49 万 5795 人とな
り、14 年連続で過去最高を更新したが（図 1 参照）、そのうち、身体障害者は 33 万 3454
人、知的障害者は 11 万 2293.5 人、精神障害者は 5 万 47.5 人であった（内閣府,2018）。




図 1 障害者雇用の現状 
出典：厚生労働省職業安定局,2017,14 頁；内閣府,2018,78 頁より作成 
 
 前出の「障害者⽩書」（平成 30 年）にみると、国・地⽅公共団体の状況は、国の機関
に 7593 名、都道府県の機関に 8633 名、市町村の機関に 2 万 6412 ⼈、都道府県等の教育
委員会には 1 万 4644 ⼈の雇⽤障害者数が報告され、勤務している障害者の割合はそれぞ
れ国の機関 2.5％（法定雇⽤率：2.3％）、都道府県の機関 2.65％（2.3％）、市町村の機
関 2.44％（2.3％）、都道府県等の教育委員会 2.22％（2.22％）であった。 
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ところが、2018 年 8 ⽉に国の⾏政機関で障害者雇⽤の⽔増しが発覚し、再調査の結果、
2017 年 6 ⽉時点で中央省庁などの国の機関で 2.5％と公表していた雇⽤率が、実際は
1.17％であったことが判明された（⽇本経済新聞，2018 年 12 ⽉ 25 ⽇）。厚⽣労働省は、
⾏政や司法などの国の機関での 2018 年 6 ⽉時点の障害者雇⽤率は 1.22％と公表し、17 年
























 他方、就業形態は、総数 871 人のうち、「常用雇用労働者」が 304 人（視覚障害者 19
人、聴覚・言語障害者 34 人、肢体不自由者 143 人、内部障害者 108 人）で最も高い割合
の 34.9％を占めていた。続いて、「自営業主」が 220 人（視覚障害者 35 人、聴覚・言語
障害者 15 人、肢体不自由者 95 人、内部障害者 75 人）で 25.3％、三番目に、「会社、団
体の役員」が 100 人（視覚障害者 4 人、聴覚・言語障害者 16 人、肢体不自由者 51 人、内


















3万円未満 61 9.00 
3 万円以上 7万円未満 78 11.50 
7 万円以上 11 万円未満 121 17.85 
11 万円以上 15 万円未満 59 8.70 
15 万円以上 19 万円未満 61 9.00 
19 万円以上 23 万円未満 80 11.80 
23 万円以上 25 万円未満 10 1.47 
25 万円以上 30 万円未満 40 5.90 
30 万円以上 50 万円未満 96 14.16 
50 万円以上 72 10.62 








業員が 30.1％、自営業が 22.4％、会社等の役員が 9.2％、家業の手伝いが 3.1％、その他
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障害者は、全体 4,263 人のうち、153 人で 3.6％（回答なし 1,046 人）を占めていた（厚
生労働省,2006）3）。一方、身体障害者の公的年金と手当の受給状況は、「障害に起因する
年金」（国民年金、厚生、共済、その他の年金）と「障害以外の年金」（老齢、遺族年金
等）の公的年金の受給者は、総数 4,263 人のうち、2,885 人で 67.7％を占めていた。 
「障害に起因する年金」の受給者は、2,507 人（58.8％）で、その詳細は、「国民年金
のみ」が 991 人（23.2％）、「厚生、共済のみ」が 1,334 人（31.3％）、「その他の年金
のみ」が 121 人（2.8％）、「国民、その他の年金」が 20 人（0.5％）、「厚生、共済、
その他の年金」が 41 人（1％）で、「老齢、遺族年金等」が 378 人（8.9％）であった。






18 年と平成 23 年ともに、「6 万円以上 9 万円未満」がそれぞれ 17.55％と 23.15％で最も
高い割合を占めていた（厚生労働省,2006; 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉
部,2013）。続いて、「9 万円以上 12 万円未満」が平成 18 年に 12.63％、平成 23 年には
13.65％を占めていた。「15 万円未満」が平成 18 年に 58.78％、平成 23 年には 63.87％ま
で上昇した。 
 
表 2 身体障害者の一月当たりの平均収入 
 
平成 18 年 平成 23 年 
回答者（人） 割合（％） 回答者（人） 割合（％） 
0 円以上 1万円未満 195 7.00 167 9.34 
1 万円以上 3 万円未満 85 3.05 59 3.30 




平成 18 年 平成 23 年 
回答者（人） 割合（％） 回答者（人） 割合（％） 
6 万円以上 9 万円未満 489 17.55 414 23.15 
9 万円以上 12 万円未満 352 12.63 244 13.65 
12 万円以上 15 万円未満 262 9.40 163 9.12 
15 万円以上 18 万円未満 186 6.67 154 8.61 
18 万円以上 21 万円未満 249 8.93 169 9.45 
21 万円以上 24 万円未満 116 4.16 42 2.35 
24 万円以上 27 万円未満 112 4.02 55 3.08 
27 万円以上 30 万円未満 66 2.37 35 1.96 
30 万円以上 50 万円未満 234 8.40 144 8.05 
50 万円以上 99 万円未満 105 3.77 47 2.63 
99 万円以上 81 2.91 0 0.00 
合計 2787 100 1788 100 
出典：厚生労働省,2006,45 頁;厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部,2013,45 頁より作成 
注：「回答なし」、「不詳」の数値は省いた上で算出した割合を記載 
 
東京都福祉促進基礎調査「障害者の生活実態」（平成 25 年度）によると、平成 24 年中
の身体障害者の収入額（生活保護費を除く）は、年間 200 万円未満が 61.1％を占めており
（うち収入なし 7.1％、50 万円未満 6.7％、50～100 万未満 19.2％、100～150 万未満
15.3％、150～200 万未満 9.8％）、前出の「身体障害児・者実態調査」（平成 18 年）と
同様に、全体的に身体障害者の収入の低さが確認できる。さらに、土屋（2008）による東
京都稲城市と静岡県富士市の 18 歳以上 65 歳未満の身体障害者合計 132 名を対象に行われ
た調査結果を参照すると、身体障害者本人の年間収入平均額は 216.18 万円（男性 294.8



































よると、18 歳以上 65 歳未満の身体障害者 805 人のうち、「住民税課税無し」、「所得税課税
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